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今年 2月 6日に佐世保市上下水

道事業経営検討委員会の第 2回会

合が開かれた。

市が示したのは、石木ダム以外

の代替案がないことと、石木ダム

の費用便益比の計算結果であっ

た。石木ダムの必要性は水需要の

架空予測と保有水源の過小評価で

つくり出されたものであるから、

前者は無意味な検討である。後者

の費用便益比の計算は虚構に満ち

たものであるので、その問題を明

らかにする。

公共事業の再評価において費用

便益比（Ｂ／Ｃ）が 1を超えてい

れば、事業継続が妥当、1を下回

っていれば、事業見直しが必要と

なる。

市が今回示した石木ダム事業の

利水面のＢ／Ｃは 5.32 で、1を大

きく超えているから、事業継続が

妥当ということになった。
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市が今回示した石木ダム事業の

利水面の費用便益比の計算結果は

左のとおりである。

費用便益比Ｂ／Ｃは、分母を全

事業費にした場合と、残事業費に

した場合の両方が示されている。

Ｂ／Ｃ 5.32 は、分母を全事業

費にした場合である。

今回の費用便益比の計算につい

てはその計算資料がまだ公表され

ていない。

2013 年 2月の石木ダムの再評価

（前回の再評価）で市が示した費

用便益比の計算結果は左のとおり

である。

費用便益比Ｂ／Ｃは、分母を全

事業費にした場合は 13.84 であっ

た。今回のＢ／Ｃ 5.32 の 2.6 倍

もあった。

2007 年度の石木ダムの再評価

（前々回の再評価）で市が示した

費用便益比の計算結果は左のとお

りである。

費用便益比Ｂ／Ｃは、分母を全

事業費にした場合は 11.6 であっ

た。今回のＢ／Ｃ 5.32 の 2.2 倍

であった。
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以上のように、石木ダムの再評価

を行うたびに、石木ダムの費用便益

比が大きく変化している。

前々回が 11.6、前回が 13.84、今

回が 5.32 である。

なぜ、このように大きく変わるの

か。

このことは費用便益比の計算が事

実に立脚せず、適当に行われたもの

であること、好い加減な計算である

ことを物語っている。

石木ダム事業の利水面の費用便

益比の計算手順は左のとおりであ

る。

便益は石木ダムがない場合に発

生するとする渇水被害額から計算

する。石木ダム完成後の 50年間

について計算する。

費用はダム完成までと、ダム完

成後 50年間について計算する。

各年度の便益計算値と費用計算

値について現在価値化の計算を行

い、その現在価値化後の便益の合

計を現在価値化後の費用の合計で

割って、費用便益比を計算する。
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現在価値化の計算は費用便益計

算特有のものであって、将来発生

する金額を低く､過去に発生した金

額を高く評価するために行う。

社会的割引率(貨幣価値の変動率

を示す指標)を 4％として､便益と

費用を現時点の価値に換算する計

算を行う。

この 4％という設定自体が現在

の低金利時代に合っておらず、あ

くまで仮想の計算である。

左は、2013 年 2月の石木ダムの

費用便益比の計算において上記の

現在価値化の計算により、便益と

費用がどのように変わるかを見た

ものである。

石木ダムの利水面の費用便益比

計算における最大の問題は、石木

ダムがない場合の渇水被害額が無

茶苦茶に大きくなっていることで

ある。

2013 年 2月の費用便益比の計算

では年平均で 473 億円の被害が発

生することになっている。

それから推定すると、今回の費

用便益比の計算では年平均で約

220 億円の被害が発生することに

なっている。

佐世保市でこのような巨額の渇

水被害が毎年毎年発生すれば、市

の経済が破綻する。
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2013 年 2月の費用便益比の計算で

は左図のとおり、毎年毎年 430～480

億円の渇水被害が発生することにな

っている。

平成 29、30 年度は 430～460 億円

の渇水被害が発生することになって

いたが、現実には両年度とも石木ダ

ム無しで渇水は起きず、渇水被害額

はゼロであった。

渇水被害額の計算手順は左のと

おりである。

市の水需要予測値と、市の保有

水源の評価値を使って、給水制限

率を 5％、10％、15％、20％に設定

し、それぞれの給水制限率につい

て渇水被害額を計算する。

2013 年 2月の費用便益比の計算に

おける毎年度の生活用水の渇水被害

額の計算結果は左のとおりである。

給水量が増加する予測値を使ってい

るので、平成 36年度までは制限率

が大きい日数の方が次第に多くなっ

ている。平成 36年度以降は同じ制

限日数になる。

給水制限率 20％の発生日数が 1年

間の大半を占め、平成 36年度以降

は 1年間の 2/3 で 20％の給水制限が

行われることになっている。
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左図は、費用便益比の計算におけ

る 50年間の毎年の給水制限日数を図

示したものである。

日常的な水不足により、給水制限

がほぼ毎日実施され、その大半は

20％の給水制限になっている。

渇水被害額が無茶苦茶に大きくな

るのは、現実にありえない仮定が置

かれているからである。

その一つは、水需要が市の予測ど

おりに大きく増加するとしているこ

とである。

佐世保市水道の実際の水需要は確

実な減少傾向になっているにもかか

わらず、水需要が市の予測どおりに

急増していくとしている。

現実にありえない仮定の一つは、

保有水源は市が示す安定水源 7.7 万

㎥/日しかなく、水需要がそれを超

えると、給水制限になるとしている

ことである。

実際に使っている慣行水利権は全

く使用しないことになっている。
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現実にありえない二つの仮定

（１）と（２）、すなわち、水需要の

大幅増加と保有水源の過小評価によ

り、石木ダムがないと、日常的に大

幅な水源不足となって、給水制限が

ほぼ毎日実施され、その大半が 20％

の給水制限になっている。

渇水被害額の計算における現実に

はありえないもう一つの仮定は、給

水制限で多大な経済被害が発生する

としていることである。

給水制限率 20％の場合、生活用水

は 1人 1日あたり 253.6 円の被害額

が発生するとしている。

これは、厚生労働省「水道事業の

費用対効果分析マニュアル」の数字

を機械的に使用したものである。

1カ月程度の渇水期間を想定したマ

ニュアルを、佐世保市が想定するほ

ぼ毎日の給水制限に使っている。

給水制限率 20％の生活用水の被害

額、1人 1日あたり 253.6 円は、左記

の厚生労働省「水道事業の費用対効

果分析マニュアル」の表に依拠して

いる。この表の 1人 1日あたり 247

円を、物価変動を考慮して 253.6 円

にしている。

この厚生労働省のマニュアルの数

字も根拠が希薄である。
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厚生労働省「水道事業の費用対効

果分析マニュアル」に示されている

給水制限率 20％の生活用水の被害

額、1人 1日あたり 247 円は次のよう

に求められている。

① ボトルドウォータを 1人が毎日 1

個購入 100 円

② 労働投入費用 毎日 1人 30 円

③ 1人が 1000 円の 10L ポリ容器を¹

10 日ごとに 1個、300 円の 10L ポリ

バケツを 30日ごとに 1個、300 円の

たらいを 30日ごとに 1個購入する。

20％の給水制限が行われたとき、

市民はこのように 10L ポリ容器、10L

ポリバケツ、たらいを、日を置いて

買い続けるであろうか。これらを仮

に購入するとしても、一度購入すれ

ば，長い期間、使い続けていくに違

いない。

現実から遊離した全くの仮想の話

でしかない。

なお、厚労省のマニュアルは 1カ

月程度の渇水期間を想定したもので

あって、佐世保市が想定するほぼ毎

日の給水制限にその数字を使うこと

も間違っている。

以上のとおり、現実にはありえな

い仮定により、石木ダムがなけれ

ば、巨額の渇水被害額が発生すると

し、それから石木ダムの便益を求め

ているため、費用便益比が１を大き

く超えている。

2013 年 2月の再評価では平成 29、

30 年度に 430～460 億円の渇水被害が

発生することになっていたが、現実

には両年度とも石木ダム無しで渇水

は起きず、渇水被害額はゼロであっ

た。実際の渇水被害額がゼロという

ことは石木ダムの現実の費用便益比

がゼロであることを意味する。


